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地域特性をふまえた災害時における在留外国人の支援に関する基礎的研究

14WA903 楊梓

指導教員 ：佐土原聡教授，吉田聡准教授，稲垣景子特別研究教員

序論

(1)研究背景

近年、在留外国人が増加している。それに伴い、外国

人への様々な公共サービスが求められているが、特に、

外国人への防災支援は重要な課題である。災害時に外国

人が自らの安全を守ること（自助）は、死傷者の減少に

つながる。また、国籍を問わず地域住民同士が助け合う

こと（共助）は、カルチャーショック等による摩擦を軽

減し、地域との良好な関係を構築するとともに、多文化

共生社会づくりにつながる。

(2)既往研究

外国人への防災支援に関する既往研究として、梁°、

岩元ら 2)、川崎ら3)、ヘンリーマイケル4)は外国人の防

災意識や防災対策（自助）の実態 ・ニーズを把握し、外

国人の自助力を高める方法や情報伝達のあり方等を示し

たが、外国人の属性をふまえた上で、防災行政機関や支

援組織による外国人防災支援（共助や公助）の実態把握

や提言はなされていない。また、地域 ・地区毎に外国人

を含む災害時要配慮者を取り巻く環境は異なる。「災害曝

露人口」 5)の概念を参考に地域・地区特性を捉え、外国

人等の居住地の空間分布を把握 • 分析することは有用と

考えられる。その上で、地域 ・地区毎に防災支援の実態

を把握し支援策を検討することが必要である。

(3)研究内容

本研究では、被災地の経験 ・教訓をふまえた上で、外

国人人口構成や災害危険性等の地域特性を捉え、外国人

への防災支援（公助等）の実態を把握する。また、多様

な外国人が暮らす横浜市において外国人の災害曝露人口

等の地区特性を把握し、それをふまえた地区の防災支援

本研究の成果は、自主防災組織やボランティア団体等

が、自らの地域 ・地区の特性を認識するための基礎資料

として、また、危機管理部門が、重点的に対策を講じる

地域・地区を把握し支援策を検討するための基礎資料と

して活用することにより、地域防災力の向上に寄与する

ものと考えられる。
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ポテンシャル評価カルテを開発 ・検証し、外国人への支 阪神淡路大震災の教訓として、外国人への多言語清報

援対策を各地区で検肘し対応する際に用いる基礎的資料 伝達の重要性と、災害時の外国人支援ボランティアの必

を提供する。 要性が示された。
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(2)東日本大震災

東日本大震災では、 41人 7)の外国人が犠牲となり、災

害救助法が適用された市町村に居住していた外国人は約

7.5万人であった。

外国人被災者の実態を把握するため、仙台市を対象に、

東北地方太平洋沖地震の地震動分布データ 8)と人ロデー

夕 9)を重ねあわせ、地震に遭遇した人口を推計し、 GIS

でその分布（図 2) と、外国人集住地域（三条中学校エ

リア）を把握した。この地域には、震度 5強から 6弱の

揺れが発生し、大学寮が立地していることから、留学生

を含む約 500人の外国人が指定避難所（三条中学校）に

集結した。また、外国人の地震の経験不足による不安や、

各国の生活習慣の違い、避難所での言葉の壁等の課題を、

文献調査や仙台国際協会のヒアリングを通じて把握した。

外国人集住地域には災害時に外国人が集結する可能性が

あり、類似地域において、事前に外国人のニーズや実態

を把握することが望ましい。

• 仙台市指 定濫類所

外国 人人 口劉合,.,10
外国 人人口密度,.,10

外国人人口密度 （人/ha)
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仙台市外国人人口密度分布（避難所区域）

(3)熊本地震概要

2016年4月 14日と 4月 16日に、熊本地方を震央とし、

マグニチュード 6.5とマグニチュード 7.3の地震が観測

された。外国人の死者はいなかったが、熊本県内で地震

に遭遇した外国人人口を概算したところ、約 85%の外国

人が震度 6弱以上の地域に曝露されたことが分かった。

地震後の避難行動を把握するために、熊本県在住の外

国人 34名 (29名が熊本地震経験者）を対象にヒアリン

4月 14日と 16日の地震が発生した時にいた場所、そ

の後の宿泊場所、 4月 17日以降の宿泊場所（期間）に関

する設問を設け、 4月 14日から自宅に戻るまでの行動を

調査した。結果をグループ毎に図 3と図 14に示す。

グループ 1の避難行動（図 3) の特徴は、自宅周辺、

あるいは親戚宅周辺の施設 ・ 場所を避難 • 宿泊場所とし

ており、日本人と似た行動と考えられる。避難した場所

は、自宅、職場、親戚宅、 車、避難所（小学校等）であ

り、母国に戻った人もいた。グループ2の避難行動（図

4) の特徴は、 4月 17日以降に約半数が県外・国外へ移

動していることである。また、就労者と留学生及び大学

教員の行動が異なり、留学生及び大学教員は 「大学」で

の行動が多かった。

また、「宿泊場所で困ったこと」に関する設問を設け、

グループ毎に宿泊場所での問題 ・課題を整理した。 日本

人と似た問題・課題の他に、 言語の問題や、孤独感等の

外国人特有の課題が確認された。

(4)外国人の避難場所と支援拠点

一連の調査から、外国人は多様な避難行動を取り、所

属機関（大学 ・職場）や日常的に利用する施設（教会）

は外国人が集まる拠点（表 2) として機能することがわ

かった。これらの場所を活用することで、より効果的な

支援ができると考えられる。

表2 外国人の避難場所・支援拠点の可能性

利用者 避難場所 支援拠点 役割

所属機関 大学等 学生とその家族

゜゜
共助

職場 就労者とその家族

゜
n 土ヒ帥

外国人が
教会 教徒

゜゜
自助

よく利用 共助
する施設 エスニック 国籍限定の可能性

△ 

゜
自助

レストラン 有 共助

外国人支 公的団体 無制限

゜゜
公助

援団体の
専門機構

対象者制限の可能

゜゜
施設 性有

民間団体 普段の利用者 △ 

゜
共助

大使館等 国籍限定 △ n 外国古埠

外国人集住
留学生や就労者等

゜゜
共助地域に立地

避難所
一般の避難 永住者、日本人配

所 偶者等

゜
△ 共助

凡例 •△可能性がやや有 ； 〇可能性有

グ調査を行った。対象者の在留資格を基準に 2グループ ニ地域特性をふまえた防災支援の実態把握

（表 1) に分けて考察した。

グループ
1 

グルー
2 

表 1

--x 

17 
永住者、日
本人配偶
者等

既往災害の教訓をふまえ、マクロな視点から、各地域

の課題やニーズ、防災支援の実態を把握するため、外国

人の人口特性や災害危険性に基づき地域を類型化し、類

型毎に公的支援の実施状況を整理した。
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凡例

〇 自宅

魯親戚宅

5弱

5強

6弱

6強

不明

震度 4月14日発生時

6弱

6強

不明

車内 ユ紀母国

屋外 g用し

県外

不明

その他の

室内

〇→選択の場所

［人数］→2人以上は同種の避難場所（行動）を選んだ

（日間）→宿泊の期間

→矢印の太さは同種の避難場所 （行動）を選んだ人数が多い

ー一＿—,. 不明

4月17日以降の宿泊場所 （期間） 帰宅時期

4月下旬

4月末

4月17日

4が下旬

5月中旬

5月下旬

引っ越しした、

7月下旬

5月中旬

帰宅時期

------------------------------------,-----• 

5月下旬

5月中旬

5月上旬

4月末

(1)人口属性に基づく主成分分析 図4 グループ2の避難行動

在留外国人は、 200ヶ国 ・地域から来日しており、在

留資格が多様で、 三大都市圏に集中している。都道府県

単位で在留資格、国籍、人口構成を指標に、主成分分析

を行い、その結果に基づき、クラスタ分析で地域を分類

した（図 5)。

(2)地域類型化

地震保険料（政府の地震本部が作成する震源モデルを

ご .~ 

汽〉
； 

神奈j~ 県・. 外国人属性

• 一 人口規模が小・アジア系

lコ 人口規模が中・非アジア系

■■ 大都市混在型
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基礎として算出された数値） 10)の地域区分と、人口特性

の分類を組み合わせ、全国を 6地域に分類した （図6)。

外国人人口特性と災害危険性により、 地域毎に求められ

ロ
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外国人が散在している地域では、外国人を孤立させな

いための対策が望まれ、外国人の半数が暮らす三大都市

圏では多様な支援が求められる。
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図6 地域類型化の結果

表 3 地域毎に求められる支援方策

自 外国人 支援方策

治 総人口 孤立
支援の 支援の

体 の構成 必要な言語 危険
担い手 切迫性数 比 性

A危険性低・人
中国語、カタ

所属機関、口規模が小・ア
22 11 90% ログ、ハング

゜
支援団体等ジア系 （中短期

ル等
滞在）

B危険性低・人 英語やスペイ
所属機関、

口規模が中・非 8 8 20% ン語、ポルト
支援団体等

アジア系 ガル語等

C危険性低・大 4 11 60% 多様 多様
都市混在型

D危険性局・人
中国語、カタ

所属機関、口規模が小・ア
4 1 10% ログ、ハング

゜
支援団体等

゜
ジア系 （中短期

ル等
滞在）

E危険性局・人 英語やスペイ
所属機関、

゜
口規模が中・非 4 17 10% ン語、ポルト

支援団体等
アジア系 ガル語等

F危険性局・大
5 50 00% 多様 多様

゜
都市混在型

N 
A 危険性低 • アジア系（中短期滞在） 泣 D危険性高 ・アジア系（中短期滞在）

1~ ば盟：:; 孟；：型 I : 1~ 盟記；ュ
図7 地域毎の防災基本計画の整理結果

80惰

40% 

(3)類型毎の外国人への防災支援の現状

地域毎の外国人への防災支援の現状を把握するため、

地方自治体の防災部門での対策（地域防災計画）と国際

部門の対策（国際交流団体の防災事業）を整理した。地

域防災計画では災害時の言語支援が対策の中心で、国際

交流団体は発災前の言語支援を中心に取り組んでいる。

類型毎の地域防災計画の外国人防災に関する対策の実

施状況を図 7に示す。F地域はほぼ全ての対策を計画に

位置づけているが、 D地域は外国人への配慮事項が比較

的少ない。地域の実清（対策の優先順位）が理由と考え

られる。

また、類型毎の国際交流団体の防災支援の実施状況を

図8に示す。EとF地域は防災事業の実施率が高いこと

や、 BとE地域は各内容の実施率が高いこと、 F地域は多

様な外国人がいるが、多言語情報提供以外の実施率が低

いことがわかった。

0% 

● 実施 •未実施

自治体数 I ,~ I : I ; I : I : I : 11 ~ ーA ~a ~c ~ー, ~, ~ーF
地域ごとの防災対策の実施状況 地域ごとの防災対策内容別の実施状況

図8 類型毎の国際交流団体の防災支援の実施状況

三．外国人居住地域の災害危険性に基づく地域特性分析

本章ではミクロな視点から横浜市を対象に、外国人の

居住地域の地理的分布を把握したうえで、マルチハザー

ドに対する曝露人口を推計し、要配慮者の種類ごとに居

住地域の自然災害リスクを把握した。

横浜市の在住外国人数は全国第三位で約 8.5万人が居

住している。約150ヵ国から来日し、中国籍が最も多い。

また、横浜市は自然災害リスクの指標が高い叫

(1)災害別曝露人口

外国人人口分布に基づき、高齢者と乳幼児と共に、災

害ハザード（震度、液状化、津波、地震火災、土砂災害、

洪水）と重ね合わせ、災害曝露人口を計算した。

例えば、横浜市では元禄型関東地震（相模トラフ沿い

を震源とする地震）の想定震度が最も大きく 、震度 5強～

7の揺れが予測されている。市総人口の約 3割以上が震

度6強以上に曝されており（図 9)、要配慮者別曝露人口

に占める割合は外国人が裔い（図 10)。津波等の災害ハ

ザードも計算し、全ての災害種別で、日本人より災害リ

スクの高い地域で暮らす割合が雇いことが分かった。

(2)地区別災害別曝露人口

要配慮者の居住地の地理的分布を地域コミュニティ

（地区）単位で把握するため、地域防災拠点（指定避難

所）区割単位で曝露人口を再整理し、要配慮者曝露人口

の割合を指標に市内全域地区を類型化した。
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元禄型地震（震度 6以上） の場合（図 11)、被災する 四横浜の地区特性をふまえた外国人への防災支援

可能性を有する外国人曝露人口の割合が高いエリアは、 地区特性に応じた支援策が講じられているか確認する

鶴見区や都心部地域に分布しており、都心部では外国人 ため、まず、横浜市と 18区での外国人への防災支援の実

と乳幼児ともに割合が高い地区や、外国人と高齢者とも 態を整理 ・考察した。次に、外国人への防災支援のあり

に割合が高い地区がある。他の災害の曝露人口も地区別 方や地区防災計画を検討するための基礎資料を検胃寸ずる

に整理し、都心部は、洪水以外の災害で、外国人曝露人 ため、地区毎の外国人支援のポテンシャル評価カルテの

口が多いことを把握した。 開発 ・試作を行った。
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（参考） 市総瀑露人口 （人）
元禄型 3,435,480 
東京湾北部 1,238,488 
南海トラフ 19,577 

2. 74 0.02 

• 震度4以下 ●震度5弱 ●震度5強 • 震度6弱 ●霞度6強 • 震度7

図10 想定地震別の要配慮者の震度曝露割合
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(1)外国人支援の現状

横浜市の地域防災計画と各区の防災計画、行政や公的

国際交流団体へのヒアリング調査を通じ、外国人への防

災支援の現状を整理した。

地域防災計画には詳細な支援方法、配慮すべき項目の

明記がないことや、横浜市の国際課が外国人支援の方針

を作成し、国際交流協会や国際交流ラウンジで外国人へ

の言語支援を中心に実施している現状を把握した。また、

行政区毎の実施状況を整理し、各区の特性はあまり考慮

されていないことを確認し、地区特性に応じた支援策の

必要性を認識した。

(2)外国人支援のポテンシャル評価カルテの開発

各地区における外国人への防災支援の現状を把握する

ため、地区内の外国人の人口特性や外国人への防災支援

に関係する地域資源を整理し、外国人支援のポテンシャ

ル評価カルテを開発し、図 12のように、地理的分布や、

外国人の人口特性や地域資源の特徴等の視点から、 7つ

の地区を抽出しカルテを試作した。

こ '"戸 A

I大学エリア
①常盤台小学校エリア、
②斎藤分小学校エリア

II外国人集住エリア

③南吉田小学校エリア、
④吉田中学校エリア

皿いちょう団地 ：
⑤旧いちょう小学校エリア

w郊外型エリア

⑥田奈小学校エリア
V中華街エリア

⑦港中学校エリア

5
-46
-45
-42
-352 

ii型乳：：：：：；＆外国人 胃~ . 
●高齢者・高齢者＆外国人

- 'キロメートル

図11 震度曝露人口の割合力渭iい地域防災拠点区割

図 12 ケーススタディ対象地区

(3)外国人支援のポテンシャル評価のケーススタディ

常盤台小学校エリアを例をとして、外国人支援のポテ

ンシャル評価カルテの作成手順を示す。

STEPl : まず、当該地区の情報収集を行う。前述した調

査や分析の結果に基づき、対象地区の外国人人口特性や、

外国人の支援拠点になりうる施設と支援の担い手になり

うる団体等を整理した。
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STEP2: 次に、評価シート（表 4) を作成し、人口特性

や災害リスク、避難空間や支援可能性を整理する。

対象地区には横浜国立大学と留学生寮が立地し、留学

生とその家族が多く居住している。地域の災害ハザード

は最大震度 6弱の揺れの危険性がある。地震直後に大学

や地域防災拠点（指定避難所）に、留学生が集中する可

能性がある。

表4 評価シート（見本）
外国人支援のポテンシャル評価シート

人口 外国人人口数 312人 (2%)

主要の国籍と在留資格 留学生とその家族、多国籍

災害 想定震度 最大震度 6弱

リス
津波浸水険性RR< （ ク 液状化 三ツ沢住宅周辺）

火災危 R 
洪水浸水禽R 
土砂災害

避難
-避指-難定---需避-要難--面所-積-• -避--・鯖15-08需・・ 4m要-' -面--積-に--占--め-る--避-鯖---可-能--面-積----18 --3% --------------------------------------

空間

公共施設 避難需要面積に占める避難可能面積 25% 

横浜国立大学 避難需要面積に占める避難可能面積 8% 

関東クリスチャン教会 避難需要面積に占める避難可而面頑 12'4 

避難可能面積の総計 避鯖需要面積の'""を満足

支援

能力 ①自身 違携による支援能力 支援能力の

当地区の施設 団体
の支援 A B C F G L ~ -L 得点

能力 の平均 ,a: 心）

値

A指定避雌所 常盤台小学校 1 - 1 2 0 0 0 0.6 16 

B公共施設 常盤台コミュニティハウス

゜
1 - 1 0 0 0 0.4 0.4 

C地縁組織 常盤台地区違合町内会等 1 2 1 - 1 0 0 0.8 18 

F大学等横浜国立大学 2 0 0 1 - 2 0 0.6 26 

G集住施設 峰沢寮 2 0 0 0 2 - 0 0.4 24 

L敢会 ，スチャン教会 2 0 0 0 0 0 -

゜
2 

自身の支援能力 0支援の可能性がない；1支援の可熊性がある；2実鯨lこ支援している

運携による支援能力 0運携の可能性が薫い；1運携の可能性がある ；2実降に連携している

STEP3: 最後に、表 5のように外国人支援のポテンシャ

ル評価カルテをアウトプットする。今回の分析では外国

人人口状況、災害リスク、避難空間の可能性（地区内の

避難施設の建築面積に占める避難需要面積の割合）、支援

能力（施設 ・団体の自身の支援能力とそれらの連携によ

る支援能力）等の事項で構成し、それに基づき、地区内

の課題を整理し、改善策を提示した。

対象地域において、避難空間は、指定避難所と大学、

公共施設、教会の面積を合算しても、需要の 3割しか満

足できないことが分かった。また、支援能力について、

大学は当地区で支援可能性が高く、地縁組織と連携でき

れば、外国人への支援能力も向上すると考えられる。特

に、災害直後に留学生とその家族は大学に集結する可能

性があり、大学において、それを考慮した多言語清報提

供を含む避難所の開設 ・運営の計画や、防災訓練が効果

的であろう。

今回は 7つの地区において外国人支援のポテンシャル

評価カルテを試作し、地区毎の特性や外国人への支援資

源、課題が異なることを認識し、地区特性を応じる課題

や改善策を提示した。この手法が、地区単位での防災活

動や地区防災計画策定に活用されることが期待される。

今後は、カルテ化手法を改善し、実際に地区防災活動

に利用し、その効果を検証したい。

表5 外国人支援のポテンシャル評価カルテ（見本）

外国人支援のポテンシャル評価カルテ

地区I.大学や留学生寮が立地するため、多くの外国人が居住 ― 
概要 ・日本語ができない留学生とその家族がいる。

災害リスク ：地 震 揺れに要注意 。

外国人防災支援可能性評価カルテ

::［［エ旦：言 ；；ここH:

1印％ 避難空間 0 0 支援能力

A C::::1!111:1 

五結論

本研究では、外国人への防災支援（自助 ・共助 ・公助）

の仕組みを再確認し、行政や公的な国際交流団体による

トップダウン型の支援は、主に言語支援が中心である現

状を把握した。また、地域 ・地区特性が異なること、そ

れらに応じた支援策が個別に必要であることを示すとと

もに、外国人支援のポテンシャル評価カルテを用いたボ

トムアップ型の支援の可能性を示唆した。

今後、多文化共生社会づくりを進めるため、外国人へ

の防災支援策をさらに検討 ・改善すると共に、外国人対

応に関する基礎知識を持った地域防災を担う人材育成の

仕組みを検討したい。
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